日本財団　助成事業（2年目）

「くらしの足を支える移動サービスを創るフィールドワーク」

地域では、コミュニティバスとデマンドタクシーが走っているがあまり使われていない、福祉有償運送はまったく補助がないといった状況がありますが、それを提起するのは、自治体の職員、熱意ある市民などその地域に住む人でなければ、状況は変わりません（研究者は基本的には外部）。

2009年度に着目した過疎地有償運送調査を通じ、「住民による住民のための運営」「地域の観察、本音に基づく持続可能なシステム作り」「行政の適切な関与」「人的なネットワーク」といった要素が大切であることが分かりました。それらの視点と、制度的な知識を持ち合わせた人が「地域の中」に必要です。また、地域の足の一環で、福祉輸送の対策が取られれば、福祉輸送の閉塞状況（ニーズはあるのに供給がしにくい）の打開策も見えてくるのではないかと考えています。現在は、福祉輸送は生活交通と切り離して運用されていますが、交通基本法をはじめとした法制度で、両方が一つの政策として位置付けられ、実践例が出てくれば関連する制度も変わるはずです。ニーズを持ったより多くの人を拾い上げ、もっと使われて育つ地域生活交通が生まれることは、地域再生にも不可欠な条件と考えます。

そうしたトータルなデザインの「実践例」を作る人、「実践例」を広め、周辺地域に助言できる人を育てるのが2010年度、2011年度の目標です。

＜2010年度の具体的な目標＞

2010年度は、福祉有償運送、過疎地有償運送、コミュニティバス、デマンド交通、道路運送法の許可・登録をしない形態などで、上記のポイントを満たす実例を掘り下げるフィールドワークを行い、参加者が地元に帰ってどのような行動を起こせるかを検討することを目標とする。

特にフィールドワークを通じて、以下の３点を獲得することをめざす。

１）住民が主人公になるためのプロセスや考え方を学ぶ
２）既存の交通手段の検証の視点や手法を知る

３）補助金の活用を含め財政手当の考え方や方策を知る
※2011年度は、その人たちに「実践例」を作りだしてもらい（それぞれの地元で）、その取り組みに必要な知識や情報を肉付けすることが目標です。財源手当て、住民参画の仕組みづくり、制度の運用など、具体的なテーマで連続セミナーを開くことをイメージしています。

＜事業計画＞
●2010年度（２年目）
１．「交通空白地域の移動を考える研究調査委員会」の設置（1年目と同様）
島津淳桜美林大学教授を委員長とし、吉田樹首都大学東京助教と当団体理事、学生等で構成し、事業の企画立案から報告書作成まで、全体を統括する。
２．参加者の発掘

理事・会員を通じ、過疎地有償運送の（１年目に作成した）冊子を活用し自治体職員、社協・NPO関係者等で関心の高い人へツアーの案内を行う。
３．ツアー3件を企画開催（以下は素案）

1年目の結果で挙げた10項目を条件として選定した3箇所×3コースを、それぞれ2泊3日、参加者10名×3箇所がレンタカーで廻る。
Ａコース：埼玉県大宮出発
埼玉（秩父市宮側・登録不要）
栃木（高根沢町・デマンドタクシー＋福祉有償運送）
山形（飯豊町・デマンドタクシー）
　　　※アドバイザーを吉田樹氏（首都大学東京）に依頼予定

Ｂコース：愛知県名古屋出発
愛知（一宮市・住民主体型コミバス）
岐阜（郡上市八幡町・タクシー借り上げによる住民運送）
富山（氷見市・過疎地有償運送）
　　※アドバイザーを加藤博和氏（名古屋大学）に依頼予定

Ｃコース：福岡県福岡市出発　　
福岡（豊前市・交通空白＋福祉有償運送）
福岡（筑後市・自主運行バス）
佐賀（嬉野市・登録不要）
　※アドバイザーを北川博巳氏（兵庫県立福まち工学研究所）に依頼予定。

・メンバー：各ツアーには、研究者等にアドバイザーとして参加を得て、上記の「委員会」委員がファシリテーターを務める。
・内容：体験乗車、運営主体と運行主体への聞き取り等を行い、毎日振り返り会議を行う。

４．ワークショップ開催

・ツアーの出発地（または近隣）3か所でワークショップを開催する

・参加者は、自治体、社協、自治会、利用当事者や家族、NPOや介護事業者等の関係者で、1か所あたり30人程度の参加者を想定

・ツアー参加者から、①取材先の事例についての情報提供や分析結果、②地元地域の実態や新たな取り組みの状況を報告し、ツアーのアドバイザーから、コメントや助言をもらう

・グループディスカッションで、参加者から地元地域の課題の洗い出しを行い、ツアー参加者やアドバイザーから診断や助言をもらう
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